
6.震災後の救援 ・復旧活動

6. 1 行政の対応

1 9 6 1年に成立された f災害対策基本法』では、 『国土並びに国民の生

命、身体及び財産を災害から保護するため、防災に関し、国、地方自治体及

びその他の公共機関を通じて必要な体制を確立し、資任の所在を明確にする』、

と定めている 。また基本法は、自治体に対して地域防災計画を作成すること、

市町村長に対して災害時には総合的防災責任者として早急に応急措置の体制

を整えること、さらに、広域的な災害時には知事が応急措置に取り組むよ う

に求めている。すなわち現体制では、災害が発生しても、自治体行政機能ヘ

の影響lは少なく、地域防災計画が運営されるものとの見通しを前提にしてお

り、政府は自治休からの要請に応じて支援を行うことになっている。しかし、

今回の地裳では地元自治体の防災責任者自身が被災者になり自治体の機能は

滉乱し、また通信も途絶えたため政府は被害の実態を把握しきれず、対応が

後手に1且lったと報道されている［6.l・llo 

初期消火に関しては、神戸市が策定した地震時の被害想定を超えた事態が

発生した。神戸市は 「地域防災計画Jの r地震対策編jを震度Vで想定して
おり、地擬後も消火栓は使えることを前提に考えていたが、実際は震度VI~

VIIの烈捉 ・激裳となり、水道管が被害を受け消火栓が使用できなかった。ま

た、初期消火の段階における他の近隣自治体からの応援は、交通網の寸断や

渋滞によりほとんど期待できなかった。

自衛隊の災害派遣も、自治体からの要請を受けて行われる。兵庫県庁が自

術隊に災裡派遣を要請したのは17日の午前10時であったが、初期情報が

少なく被害の実態が掴めていなかったため、 17日に投入された自衛隊員は

2 3 0 0人にすぎなかった[6.1・2]。

以上の4者、ー政府、各自治体、消防、自衛隊ー、に共通して言えるのは、

①ある被害想定に基づくマニュアルに沿った対応をとったが、実際に起き

ていた被害はその想定を超えたものであり、初期の対処方にやや問題が

あった。

②被害の全容を把握するのが困難な状態だったため、被害の規模に応じた

体制を整えるのに時間がかかった。
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ことである。霙源データから即座に被害地域・程度・金額が推定できるよう

な被害シミュレーションシステム（例えば文献[6. l ・ 3J)、航空機等を利用し

た被害判読システム（例えば文献[6.1・4J)、等を効果的に導入した危機管理

体制を整備することが、有効な解決策と考えられる。

6.2 企業防災

表 6.2 -1に阪神地方の被災企業30社の被害の概要と今回の地裳から得た

教訓および対策案のアンケート結果[6.2・1]を転記する。企業が受けた被害は、

①施設の破壊

による直接被害、および、

②水、ガス、電気供給の遅れなどによる生産機能の低下

③交通網の寸断や渋滞による物流機能の低下

による間接被害へと拡大した。特に間接被害は、直接被害のなかった業界、

阪神地方以外の企業にも原材料不足、部品不足等の形で波及しており、大き

な経済的損失となった。アンケート結果をみても、各企業は施設の耐霙強化

よりも、非常時の通信手段、コンビュータシステムのバックアッ プ体制、非

常時マニュアルの見直し等の危機管理体制を整え、間接被害を低減すること

が重要と考えていることがわかる。

企業防災の在り方は、企業の規模、業種等で異なるが、自社の従業員と施

設を守ること、二次災害を防ぐことが基本的な理念である。また、企業の社

会的責任を考えれば、災害時にも業務を継続することにより、被災者の生活

を支え、間接被害の拡大による経済的損失を減少させなければならないが、

そのためには、日頃から防災計画や危機管理体制を整えておくことが必要で

ある。

大林組では、約1年半前から圏6.2 ・ 1に示すような自杜用の箆災対応シス

テム作りに着手したj6.2・21。このシステムの中核となる防災情報センターは

地固情報システム（GeographicInformation System) を備えており、データベ

ースの管理や被害シミュレーショ ン等の分析を行う。防災情報センターの地

図情報システムは、平常時は構造物の耐震診断や防災計画等のコンサルティ

ング業務に用いられるが、震災寵後の緊急事態には、気象庁発表の裳源デー
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企業名 死者

三井小動産 なし

雪印乳業 なし

キリンピール なし

アサヒピール なし

ワールド 2人

住友ゴム工業 2人

川崎製鉄 1人

松下電器産業 なし

＝菱電機 なし

＊シテン なし

ダイハツ工業 1人

＝菱重工業 2人

神P製鋼所 3人

11711 

川崎重工業 なし

関西電力 1人

大阪ガス なし

日本石油 なし

さくら銀行 1人

兵庫銀行 1人

丸紅 1人

伊藤忠商事 なし

そごう なし

大丸 3人

ダイエー 9人

ジャスコ なし

ニチイ 1人

JR西日本 2人

阪急電鉄 なし

ホテルオークラ神戸 なし

NTT 2人

Table6.2-1 
表6.2-1 被災企業30社のアンケー ト
Questionnaire Result of Dama~ed Companies 

主な被害 ・決算への影響 教謂・対策
神戸支社が部分損壌 大規摸地震対策要項の改菩

神P市の牛乳工場など 10恒円の被害 危棧管理委員会で検討中

尼崎工場で大瓶12万ケース、製造フィンも一部損壌 連絡などのマニュアル見直し

西宮工場で大瓶18万ケース以上、ラインにも被害 電子メールを日rJ倒しで導入

旧本社ピルの2蔭が落下、 1月30日から通常業務 ＊ストコンピューターの分散かを検討

神戸工場損壌で50億円 いざというときの指摂体制作り

下期決算は収支均衡まで回復見込みだったが．微妙に 復旧に全力で．検討は今後

水道管破裂の神戸工場が1月26日に復旧 まだ販売店復旧で精いっばい

神戸市などの5エ湯、 2研究所が一部撮壌 通信手段の多様化｀リスク分散を再確認

神戸市の液晶工場が1月23日まで全面停止、下方修正も 通信 ・物流などのインフラ設儒

2工湯が2日問停止したが、残業などで取り返す 牛産を指示するコンピューターのパックアップが必要

神戸溢船湯のクレーン倒壌など｀全面復旧のめど立たず 災害対応マニュアルの見直し

神戸本社、加古川と神戸の製鉄所が損填し数百億円の被害 今は被害の正確な把握に全力

神戸工場でクレーンや遠昼などが損潟 東京での発生を想定した検討が必要

配電、火力発電設備など2300億円、経常を 40 0億円下方住正 まだ対策をまとめる余裕はない

導管被害などで19 0 0億円。当初3l 0億円見込んだ餞常は赤字に まだ復旧作業に全力

19カ所のスタンドが被災 1月 l8日に対策本部を設置し、危撓管理は十分だった
119店が休業し、 1月23日に全店再開 緊急時マニュアルが功を萎した

建物が損壌した5店統で再開のめど立たず、被害は数億円 無綜など通信手段の確保が必要

商品損壌、荷渡し遅れで完り上げ減a 全額は詞査中 防災計画の再チェックと通信干段のさらなる確保
神戸支店内部の被害が甚大、 2月中旬に復18見込み 役員や社員との逼絡方法確立、支援物資の億蓄

年商12 0 0億円の神戸店で再開のめど立たず 遺絡網の補強

年商10 0 0億円の神戸店で再開のめど立たず 電話回綜確保、コンピューターセンターの分散化

19店舗が復1日不可能。被害額50 0億円で、初の赤字決算に 通信手段の見直し

4店舗が営業不能 6日以降に東京で検討会譲開催

り災した10店舗中4店がまだ休業中。被害は 47億円余 マニュアルを練り直し、通信網の充実も図る

新幹諜高架の落下などで l2 0 0億円。経常赤字の可能性大 今は復旧に懸命

4路が不通になり復旧に半年かかる路線も。減収40億円 耐露設計の強化

営彙再開には2、3カ月。数十使円の破害で、赤字拡大 マニュアルの見直し

被害は10訳涅円近く に。値上げで見込む増益分半分は飛ぶ 交暉停止の臣因になった弗常発電橙などの耐霙対第向上

寄日新聞ムック「阪神大塁災全記録」より
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図6.2-1大林惰且の震災対応システムのフロー
Flg.6.2-1 Flowchart of Obayashi Earthquake Disaster Action Program 
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タなどをJl1いて）Jil述疫分布、構造物などの被害度分布等をシミュレーション

する （、 その結果は、社員・自社施股・工事事務所の安否確認、顧客構造物の

応悠hli}ihiI•illli、さらに行政への協力や社会的貢献を効率良く行うための判断

材料としてJrlいられる[6.2・3]。現在は首都圏のみを対象としたシステムであ

るが、全l1if規校に発展させなければならない。

6.3 ボランティア

欧米諸国に比べ、わが国は 『ポランティア後進国jとの印象が強かったが、

被災地には令IElからさまざまな形のボランティアが駆けつけた。兵｝庫県の発

表では、2月15 II までに応募したボランティアは個人 • |il1本を合わせて約

2 8 1 0 0 0件であった、9、JI；行政糾織や個人的に枡動した人を加えると数十

Jj件に達するとi1・われているが、実態は掴めていない。

救援物質のイl：分け、避難所で雖らす被災者の日哨；生活のサポートなど、行

政の•Fが1III らない部分をポランティアが屑代りした。実際にアメリカ、オラ

ンダなどでは、ポランティア枡動が地方自治イ本の防災計圃に糾み込まれてお

り、ボラ ンティアが災得時に煎要な役割を担うことは明らかである。しかし、

神J:hli‘叫では殺到するポランティアの調整に手tll]取り、 l:I1出を断わるなど

のケースもあったことが報迎されている16,3・ 11。また、普意からの行動にし

ても、 fi1]をすればいいのかも分からないボランティア未経験の人が大勢押し

省せて、 ；ヽliliiを視乱させるケースもあった。

企業も被災地に向けて、義援金、救援物資の提供、人材の提供などを糾織

的に行った、1 ・表6.3・1に、企業が行った救援活動の例を示す。これら以外に

も、被災行を優先的に雁用する企業や、札：員のボランティ ア活動を出勤扱に

する企業、 ：l蝠が被災した圃業者の生産を肩代りする企業、被災した下請け

の部品メーカーに社員を派泄する企業などがあった。このような企業の救援

括動は、被災地の支えとなるだけではなく、経済に与える[lJl接被害を低減す

る」：で煎要な役割を持っている。それゆえ企業は、救援活動を場当たり的に

行うのではなく、災筈時に社会貢献として何ができるかを検討しておき、企

業防災計画の中に組み込んでおくべきであろう 。また、同業種、異業種の企

業間で連携を密にし、災宵時に相互協力するのも有効な方法と考えられる。
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て月日 救 助・ 医療 食料 ・水

•作［電気工事］ •水入りペットポトル等［食品
・独身宴の開放［菌社］ (2)、 デパート］
・医藁品の提供［薬品］ ・乾パン、コンピーフ［圏社(2)J

地震発生 ・仮骰診匹、選葦所の提供 ・食料｀日用品等［櫨械、建註
(1月17日） ［電気］ (2)、 商社、食品、 電気］

i ・給水車による給水［食品(2)］

3日目
(1月20日）

・医霊測定醤の貸出し［医療］ ・カン飲料｀菓子等［食品{2)]

・現場用宿舎［建設） ・食料、日用品寡［建設］

4日目
・医緬等の派遣［生命 (3)]

(1月21日）

！ 

ー1741

7日目
(1月24日）

・医覆盪基［糟密攘械）
・医宴品［藁品 (2)] 

・医藁品［藁品 (3)] 

8日目
(1月お日）

i 
14日目

(2月1日）

15日目 ・受験生に社員寮の関放［自
(2月2日） 勤車、犠械］

・医薬品［薬品］

・医療製品［電気、医療］

・宥舎、受験生用吝泊栢設［全

30日目 震）

(2月16日） ・仮設住宅用グランド［櫨械］

表 6.3-1 企業の救援活動
Table 6.3-1 Corporate Action for Relief 

物資 輸送 ・作業機械等

・懐中電灯、乾電池［電気］ • 発電櫨［自動車 (3) ] 
• 石油ストープ、固形炭［電気］ ・オートパイの派遣20台［輪送］
•毛布［デバート、化学、甜社］ ・ヘリ4員とバイロット［重工］
・医憲用櫨材［櫨械］ • オートパイ、発電楓、投光楓［自動

車 (3)] 

・ダンプ、クレーン、タンクローリー
［自勁車 (1}] 

•ヘリ2台、トラック6台［自蜀車］
・作婁用犠材とオペ［櫨械 (2))

・リフレッシュカー ［建設
・救援物資の海上輪送［逮設］

・揖帯電話［電気］ •高速船［電気］
•ハミガキ、菌プラシ［薬品］ ・コンテナハウス｀発電纏［自動車、
・自社製品の燕料点検［攘械］ 重櫃］
・マットレス［懺械］ ・キャンビングカー［自動車、重攘］
•石油ストープ［櫨械］ ・ダンプと修遅エ42人［自動車、重攘J

• 高規格救急車2台［自勤車、重楓］
・ヘリとバイロット［電気、纏械］
・重檀とオペ［撻械］
・モーターサイクル［纏械］

ー車と逼転手［食品］

・カメラ、テレキンカード［精密槙械］
•海外物資の竪料輸送［航空］

・救援車蛹の修理［輪送］
・段ポール［バルプ］ • 425起の重機とオペ［大達協］
・伎い捨てカイロ［化学］

・モーターポートと重握［重工］
・ポリパケツ等日用品［化学］
・簡易トイレ1340台［大建協、縁維］

・住宅用材［住宅］
・ペルトコンベア［攘械］

・自社製品の無粍点検［楓械］
・温水器［楓械］

・家電製品［日本電気工業会］

・曜房器［電気］

・半額で部品交換［計算楓］
・給水車［自動車］

• Faxの寄付［精密攘視］
・体董等（電力］

・ウェットおしぼり［繊雑］
・自社ソフトの差料交換［計算櫨(2)]

` • は参加した企業の数

通信 ・エネルギー 人材派遣

・通信復IB［通信］
・電力復旧［電力］
・通信櫨器の燕料貸し出し［電気］

・衛星遅信用の移蜀車とオベ［住宅］ ・ポランティア、物資の仕分け等
［櫨械（2)、電気、右社、食品］

・ポランティア活勤センクーの設
置［電気］
・ポランティア活勤 ［電気 (2)、
紐 (2)、商社 (3)、科学、

住宅サービス］

•水道茄設の復1日（約20人）［水道］
・ポランアイア活動［電気工事］

・ポランティア活勁［繊雑、攘械J

・ポフンアイア活動［屈装、金属］

日本工業新聞より抜粋加筆



6.4 建物危険度応急判定士制度

この制度は、地震で被唐を受けた建築物の危険性の判定を、粁格を打する

判定士が行うものである。わが国では 19 9 l年に建設省が提唱し、 IHI年に

刷岡県、 1 9 9 2年に神奈川県が導入した。現在、 iiH岡県で約5,20 0人、

神奈川県で約4,8 0 0人の判定七が登録されている。アメリカでは、ロマプ

リータ地震、ノースリッジ地震の際に余震による 2次災府の防11:.と復躾対策

にfil献し、 rtljい評価を得ている()

今li]lの地捉では、静岡、神奈川から派辿された判定・士と、忽拠、兵｝庫県が

認定した判定士約40 0名が活動した。2月9El に兵nli 県から発表された •1位

終梨計結果では、マンション等の集合イ•l:．宅約 47,000 棟のうち、 i危険l

が約 6,5 0 0棟、 『要注意．！が約 9I 3 0 0棟、大きな被祁が見渭たらなかっ

たものが約31.000棟であった[6.4・llo

この制度の大きな目的の •-•••つはご．次災·、i·lfの防lkであるが、判定結果には法

的な強制）Jはないため、危険と判定された建物に入る人や、倒壊しかけた建

物のすぐ脇を通行する人等が多く見られた。しかし、この結果を）店にして罹

災iil測が発行され、義援金の配分や税の減免等の措1性が行われるため、各1¥1

治1本で判定秘準が若干異なる、時l-lll．要員不足により正確な判定ではない、

等のトラブルが発生し、約 1万数千件の再調査が行われることになった[6.4・llo

今後は、この11illl虹本来の目的に即した巡）［j方法を検討する必要があると息わ

れる()

［鈴木哲夫、菊地敏男、山1ll 守、近藤I陸芙］
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7.大林組の診断 ・耐猿性向上技術

ここでは、非被災構造物の診断・耐震性向上技術について記述する。被災建物に

ついても、この技術をベースとして耐彼性向上をはかることにする。

(1)建築構造物

今回の地猿では、木造家屋、中低層の鉄筋コンクリート建物、鉄骨鉄筋コンクリ

ート建物、鉄骨構造物等、ほぼ建物全般にわたって多くの被害が生じた。これらの

建築物の被害の中で特に倒壊、大破の甚大な被害を受けたものは、以下のようであ

る。

① 鉄筋コンクリート建物、鉄骨鉄筋コンクリート建物では、現行の新酎痰設計

怯以前の設計法によって建てられた建物に集中した。

② 鉄骨構造物では、若干の新劇猿設計法以降の建物にも大破に相当する被寝が

生じた。

これは、今回と同様の規模の地震に見舞われた時には、多くの建物が相当の被宵

を受ける恐れがあることを示すものであろう。大地彼発生時における人的犠牲、物

的被宵を最小限に止め、また多くの都市資本をまもる上からも、現在建っている既

存建物、建造物の補強を行い、耐媒性向上をはかることが必要であろう。こうした

観点から、当社では、既存の建物の耐震安全性の向上をはかる「既存建物の~i寸篠診

断と耐猿性能向」こシステム」を構築している。

「既存建物の耐展診断と耐震性能向上システム」のフローを陸7. 1に示す。こ

のフローは従来から行われてきた劇擬診断、耐籐補強に止まらず、建物の終局強殷

設計、動的解析に用いられる設計ツールを用いて、建物の耐震性能解析 ・評価、 耐

綬性能のグレードの選択、設定を行おうとするものである。

① 地礎波として、今回の直下型地霞を考應にして、従来建物のサイ トにふさわ

しい地震波も選択できるようする。

② 建物の診断は、（扮日本建築防災協会の診断基準・改修設計指針に加えて、建

物の復元力を設定した非線形解析による保有耐力、変形能の評価、さらに動的

地震応答解析による耐震性能の検証なども実施できるようにする。

③ 地盤 ・基礎については液状化対策、地盤改良に関する検討も行う。

④ 耐展性能のグレード設定は、建物の機能、社会的ニーズ、顧客の選択、経済

性による。
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⑤ 災害緊急時の防災拠点となる建築物は、相当の安全性をもって耐盛＇性能のグ

レードを選定する。

⑥ 一般的な建物は、その建物の構造、必要機能に応じて、耐力iiり強をはかる、

変形能の向上をはかる、制震構造として建物の地麗入力低減をはかる等を選択

する。

⑦ 美術館、歴史的建造物等、地骰時における美術品の転倒、破砕を防止する必

要のある建物、建物の外観を変えずに保存の必要がある建物などは、建物全体

を免媒構造とする、或いは床の免緩構造化の検討を行う。

以上にあげられた事項は既存建築物のiii寸篠性向上に限らず、これから新しく設計

される建物についても、検討が必要となる事項が含まれる。

［吉岡研．：：ーこ］
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既存建物の耐震診断・耐震性能向上システム
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Fig. 7.1 
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(2) 土木構造物に関する耐震診断と耐震性向上システム

フロー図を図7-2に示す。土木構造物の場合は対象が多岐にわたり、既存の

耐猫性能についてもバラッキが大きいと考えられることから、耐裳診断には簡易判

定と詳細判定の2段階を用意している。

(1)簡易耐擬診断

現地踏査や設計時の資料を元に必要な項目をチェックし、簡易な解析計算を交

えて判定を下すもので、詳細な診断に辿む物件のスクリーニングを行う。

(2)詳細耐震診断

動的な解析技術や地盤の非線形挙動を考應した数値解析技術を駆使して耐殷診

断を進める。構造物の診断においても地盤との相互作用を考應し、必要となる地盤

の物性値の評価には、面的な地盤調査技術であるジオトモグラフィーや最新の大型

動的三ililll試験装置の適用も検討する。構造物では降伏後の粘り強さや安定性を、斜

面や土構造物の場合には経験的事実も璽視した安定性を判定し診断を行う。

(3)耐震性向上

耐震診断の結果を受けて耐震性向上を検討し、構造物のウイークリンクについ

て効率的な補強方法を決定する。すなわち、

① 液状化対策では既存のエ法に加え市街地の対策に適した深層混合工法や人工地

盤の効率的な強化策となる事前混合工法の適用（図7-3) 

② 斜面や盛土では軽巌化による安定性の刷上と繊維補強土工法等に見られるよう

に材料の複合化による粘りの向上

③ 既設橋脚の耐震補強では重呈増加を招かずに効果的に粘りを向上する技術とし

て確立した炭索繊維による補強を、また、橋脚を改築する場合は、急速施工可能で

粘り強い構造となる銅管 ・コンクリート複合構造（図7・-4)の採用

④ 免震設計の適用による橋梁の耐展性の向上、さらに、これまでの設計施工のf蚤

験を踏まえた最適な免震システムの採用

免震設計の採用と組み合わせた橋梁の多径間連続化高耐頒構造

⑤ 高流動コンクリートや水中コンクリートなどの高性能材料による耐緩補強

など、各種補強方法を目的に応じて適用する。

［後藤洋三］
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8.まとめ

今回の地震では神戸、阪神、淡路島地区において甚大な被害を被った。過去長年

にわたって秘み上げてきたわが国の耐震技術も、この兵庫県南部地震によりかつて

ない試練を受けることになった。また、人口が密集し、多くの社会資本が集中する

都市の直下での地震は、都市防災についても多くの課題を浮き彫りにした。

今後この災害から得られた教訓を基礎として耐震技術の改普、耐震安全性、都市防

災の向上をはかることが必要である。

(1)地震動

1)今回の直下型の地震では、震源に近い各地の地表で600~800galに及ぶ大き

な水平方向の加速度が観測され、また上下方向の加速度も300~560galが観測

された。表層近くでの大きな加速度に対し、岩盤上での水平方向加速度300gal

程度が記録されており、表層地盤における増幅効果が大きかったことを示して

いる。

2)被害の激しかった地域付近の地動の水平加速度は60kineを超えており、今回

の地震は大きいエネルギーをともなうものであったことが示される。

3)今回の地震の最大加速度の距離減衰特性は、経験式から得られる値とほぼ整

合しており、 M7クラスの龍下型地提が発生すれば、今回程度の地震動になる

と考える必要がある。

4)被害の激しかった震度VIIの地域は、海岸からやや内陸側にベルト状に分布し

た。地質・地盤の特性や地形効果の影響と考えられるが、今後の検討が必要で

ある。

(2)地盤・基礎

1)神戸市北部の傾斜地に位置する宅地造成地や、道路盛土で、かなり大きな規

模で崩壊したものがあった。

2)海岸付近の埋立地では、いたる所で液状化が発生した。特に．ポートアイラ

ンドおよび六甲アイランドの2つの人工島では、島全体が液状化によって

10cmの地盤沈下をするに到った。また、両人工島の地盤沈下量には、埋め立

てに使用した土砂の種類による差異が認められた。

3)設岸付近では、多くの地点で、液状化に起因する地盤の側方流動や、大きな

地盤沈下が発生し、これにともない強制変位を受けて、被災する建物基礎が少

なからずみられた。

4)海岸から離れた市外地では、地震時に基礎がかなりの水平変位を生じた痕跡

をとどめる建物が少なからずあった。しかしながら、外観上は、建物を水平に
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支持しており、基礎部分から建物が傾斜するなどの例はきわめて少なかった。

人命保護の観点に立つと、大地震時において基礎は損傷を受けることはあっ

ても上部構造はなんとか支持するという最低限の役割を果たしたものが多かっ

たといえる。

(3)建築物・構造物

1)壊滅的被害を被り、多くの人命を失うことになった木造家屋には、屋根の爾

い家屋、壁最が少ない家屋、ブレースのない古い構造形式の家屋、接合部に金

物補強のない家屋、老朽化した家屋のものが多い。今後、木造家屋に関して、

均衡のとれた壁の配置、十分な壁量などの耐震構造の普及、誰進をはかる必要

があろう。

2)新耐震設計法以前の中低層建物では、多くの被害がみられ、大破、倒壊した

ものも多い。

その理由として以下の事項があげられる。

①今回の地震で建物に作用した荷重が、新耐震設計法以前 （旧基準）の建物の

耐力を大きく上回っていたことも破壊の一因である。旧基準が想定する地麗荷

重は現基準より小さく、特に中間層以上の階では小さくなる。そのため、今回

の大きな地震荷重に対して建物の耐力が不足していた。

②地震エネルギーを構造物全体の変形能によって吸収するという設計概念に乏

しく、ある階で破壊がおきてしまう、ねばりのない構造物となっていた。これ

に加えて、部材の変形能も乏しかった。

③構造計画が適切でなく、平面的に壁が偏在したり、上下階の剛性、強度の違

いが大きく異なるため、建物の一部に過度に応力、変形が集中する場合もあっ

た。建物の中間階における構造形式の変更により、建物が SRC構造からRC造

造になる場合にも大きな被害を受けた。

3) 1981年施行の新耐震設計法によって建てられた鉄筋コンクリート (RC)建

物、鉄骨鉄筋コンクリート(SRC)建物の被害は、現段階の調査では概ね中破小

破であり、 「建物が耐用年限中に一度遣遇するかもしれない地籐に対して被

害は生ずるものの人命の保護をはかる」と言う機能は果たしたといえよう。

新耐震設計法が、機能した理由として、

①地震荷重を建物の動的応答を考慮して lGに相当する値を設定していること。

②地震用荷重分布 (Ai分布）が建物の動的挙動を反映したものであること。

③部材に変形能を付与するような措置が講じられていること 。

④建物の剛性・強度の平面的偏在、建物高さ方向の急激な剛性、強度の変化な
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どにともなう応力梨巾、変•JI猜増大を防止する方策が諧じられていること。等に

よるものであろう。

4)我設計法、旧股計法による鉄骨磁建物では部材破断、大きな残留変形など、

大被害・を受けた建物があった。その原因については今後の調査をまつことにし

たい。

口非構造材、建築設備、防災股備

5)建物の外装材ではタイル、吹き付けタイル、モルタル等の剥落、 PCカーン

ウォールの損傷、落下等がみられた。現段階での閥究では、PCカーテンウォー

ルの被者は15階程度までの建物に見られたが、30階程疫の商層建物では被害

が4.：．じていないようである。

6)内装材であるPC版やALC版の落下、 llll仕切り壁のll町倒などの被宵、室内の

備，．枯、家具、告棚等の転倒などは人命に危険を及ぼすだけでなく避難路をふさ

ぐことにもつながるので、これらの落下、転倒防止の措冊を確実に行う必要性

が痛感された。

7)建築股備被宵の主なものは配管類、機器、器具、タンク等の破損であった。

i翡架水梢の被害は低層部室I*]に股泄された受水槽に対して約2倍の被宵率であ

った。

スプリンクラーヘッド、巻出し管の破損は閥査物件中の約30％にみられた。

8)倒壊、大破した建物を除けば、大、中規模建物の防災設備、避難施股につい

て決定的なダメージはほとんど見られなかった。階段の出入口扉の外枠変形に

より扉が完全に削まらない状況が見られたが、火災発生時には排煙効果が生じ、

腫の拡散、火勢の助長を引き起こすおそれがある。

(4)土木構造物

1)今Inlの地擬では一般の橋梁の橋脚に降伏応力をはるかに越える地震力が作）11

した。その結果、 IE1基準のRC橋脚にあって蹄伏後の変形性能とエネルギー吸

収性能に欠けるもの、構造的不安定に陥りやすいもの、連続橋で栃脚の剛性の

バランスが悪いものなどに被害が集中した。 RC橋脚でも最近完成したラーメ

ン形式には被害が見られなかった

鉗橋脚にあっては局部座屈が各所に見られ脆性的な破壊も見られた。

2)支承の破損が数多く生じた。激しい震動により破損、欠落したもの、橘脚Iぎl

体の移動によって限界変位を越え破損したものが多く見られた。

3)橋梁の上部構にも、桁の大きな横ズレ、ハンガーケープルの切断、斜張橋主

搭の傾斜、桁同士や桁と橋脚の衝突が見られた。
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4)埋め立て地盤でこれまで液状化しにくいと考えられてきた粒9虻分布の広いま

さ土が液状化した。設岸の背面では液状化した地盤が設枠とともに洵に1hjかっ

て側方流動を起こし、設岸付近の御~Iの移動や忙ii斜を引き起こした。 橋脚の移

動は更に落稲や支承の破損を引き起こしている。

地盤改良がされていたJ:Illめ．｛f．て地盤の沈ドはJ,lil辺の改良されていない地盤より

小さかった。

5) 人工島の周辺に作られたケーソンi梃陪は脆性的とも甘える情動と沈●ードを ・-· •様

に起こしてほぼ全滅した。大きな地縦）Jの作）Ilが根底にあると思われるが破壊

のメカニズムについては更に検ii寸が必要である。比較的大きなJ麟筵力で設計さ

れていた耐梃岸墜は無被・＇料であった。

6)開削．：r.怯で建股された一部の地下鉄駅が被祁を受けた。中柱がせん断やllIlげ
で破損し、損偏の激しい場介には札：が肩j• 4!i）J を失って1：スラプが崩浴するに至

っている。周辺地盤はいずれも祁筋に当たり大きな応答変位が!I:．じたとJft定さ

れる。それを受けて地下駅躯イ本の」・・・ドスラプ1/l1に層せん断変形が生じ、 l|1柱に

そのせん断変形が構辿的にWI輻されて伝えられ、かつ‘lit11如：大きな軸力が作｝Ilし

ているため破損に南ったものとおえられる。

7)その他の地l|．1構造物には、ライニングや2次獲I,．．のクラック、シールドセグ

メントの競り介い、構造物のジ：．1イント部のクラック等の被得が散見されたが、

総じて軽微であった。

8) コンクリートダムや砂防ダムには被唐が認められなかった。貯水池の；：K堰堤

には大きな被約を受けたものがある。また、液状化により・・・・部の河川堤防に大

きな被窮が出た。平J:！！地の盛士の被得は比較的軽微であったが地製の糀続時IlIl

が知かったためと；li(i定される。

9)今lilのような寵1可翡地擬に対処していくためには、許容応力度股計法を前提

とした麗度法による耐震股計では限界がある。降伏後の構造物の変形性能に着

91した限界状態股計を採用することにより、 土木構造物においても大きな地従

力を考慮しながら経済合理性を有する股計を達成できる可能性がある。RC橋

脚についてはその道筋が示されているが、 4勘礎構造を含む他の土木構造物につ

いてもそのような股計法の開発が必要である。

1 0)土木構造物についても免猥股計の採用を積極的に進める必要がある。既股構

造物への適用も検討すべきである。

1 1)耐震補強が未了の土木構造物については早急に哨ll強を進める必要があるが、

大きな地震の際にはある程度の構造物は被災するものとして復1H方法や被災後
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の他全）皮調査技術を開発しておかねばならない。

(5)ライフラインと情報通信

1)水道やガスなどのライフラインの被害は被災地の生活に大きな困難をもたら

し、ライフライン地礎防災の重要性を改めて示した。それぞれの被災形態と復

IE!状況の分析は今後の報告を待たねばならない。埋め立て地の護岸近辺に作ら

れている下水処理場は地盤変状により大きな被害を被っている。

2)砲話施股の被害は一部にとどまったにも関わらず地震直後から電話は輻較状

態となった。より大幅な回線増が果たせる機動システムの開発が望まれる。

(6)廂業施股

生産流通施股の被害も間接的なものまで含めれば十兆円を越していると思われ

るが、詳細は今後の調査に待ちたい。情報機器にも被害は出たが、当杜の床免

緩システムもその機能を発揮した。

(7)危機管理と防災システム

l)丁度1年前のノースリッジ地震に対するロスアンゼルス市の危機管理と比較

すると、今回の関係諸機関の危機管理は準備不足で有ったとの感が免れない。

2)想定を越えた地震が発生した場合の対処が準備されておらず対応が況乱した。

3)被災状況の早期予測システムを開発し震後対策の意志決定に活用する必要が

ある。

4)防災システムが円滑に機能する上で通信と交通（移動）手段の確保が極めて

狐要である。電話とマイカーの使用制限について国民的なコンセンサスが必要

であろう。

5)病院や行政機関など防災拠点となるべき施設の総合的な耐震性の向上が必要

である。学校建築の被害は比較的軽微で避難所として活用されていることは評

価されるべきである。

6)危機管理と防災システムヘの教訓をくみ取る上で、地震発生時刻を変えたシ

ミュレーションも必要である。

7)今回の地震で全ての地震災害が出尽くしたと考えるのは早計である。震源距

離が遠くてもマグニチュードのより大きな地震が発生すれば地震動の継続時間

が長くなり、今回とは様相の異なる被害が発生する可能性もある。

［建築：吉岡研三 土木：後藤洋三］
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今後の課題

今111|(/）地震被‘,［［を教』IIに、今後の地擬防災に反映すべき課題として以下の事項が

ぁifられる＼＇

(l)地成1!）j災技術の1t：‘K

図 iI‘準備と炭後対応のIIり題に分けられる。炭前については、第1は被災度 ・被害

股予測システムの幣備であり、建築物や施設の危険度、機能に応じたグレ・ドアップ

判定に資する 1:、第2は都市防災計ii圃と歩閥を合わせた地城防災と防災拠点の提案や

技術(/)枯伽である。避難施設の構築や梢火．耐火股俯技術も考えられる。震後につ

いては、社会的役割や施．．t.への迅述な対応を意識した情報化・意思決定支援システ

ムの梢槃であるが、，忘れた頃にも容易に使えることが囮要となる。

(2Vl:．命の安全と財巌社会資本の保全技術

大地礎IIおでも倒壊を許さず、 •生命を守ることは建築物に課せられた最低限の使命

であふまた社会船盤施股の場合には、これらに加え緊急物資流通および情報とラ

イソラインの機能を倣｝llする社会的役割がある。そのためには、被災後の修復や要

求機能および施設の煎要度に応じて耐縦設計を施す必要がある。これらを意識した

構磁物の靱ヤ1撒．計技術の幣備とともに免震． illl震技術の普及括用に努めることが）lf

嬰であり、さらに大きな粘りを採有し修復が容易で経済的な新たな耐震構造を開発

する必要もある（） また波備、仕上材、内容物の耐震性強化にも努める。力llえて防犯

機能喪失を前提とした危機管理の在り方を、構造・股備計画サイドから検討してい

くことも煎要であろう。

③耐蜀診断 ・耐擬補強のための適）：Tj技術

複雑かつ1(t要な構造物の診断には、非線形応答解析のような高度な解析を伴う評

価が予想され、これまで蓄積してきた解析ソフトの充爽とシステマチックな普及使

川に努める必要がある。構造物の耐震補強については、部材弱点の強度付加と部材

の靱性能付加、また架構全体の強度、剛性、靱性能付加に関しハ・ドは勿論股計技術

整備により•一層努める必要がある。基礎・地盤についてもこれまでの液状化対策や

地盤改良工法をもとに、サイト条件や経済性を考慮した最適な工法と股計技術の開
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発整備を行•う。そしてこれらを総合的に実施できるよう、耐炭補強技術システムと

して整伽することが肝要であろう。

④tt諏、付i斜・J他、 11炊弱地盤に関する技術

士．述の非線JI多応答解析技術の将・及と歩消を合わせ、大地従を対象としたサイトの

地震動の考え方と評価法を再整備し、構造物と地盤の4lHI：作）ll解析技術を允‘火させ

る。軟弱地盤では液状化に伴い建榮物や物流施股、 i巷切施＇i股、並びにこれらの）＆礎

とライフラインの被害が懸念される。特にこれらのサイ トでの地炭動評価とともに、

耐震性弛化に関わる技術を・一榊整備する必要がある，）

⑤l .. ：［大地縦力に対する構造物の研究

ih....I‘況！地炭の場介、大きな水‘lf.IDJ)と．．1：・ド動がほぼlli1時に作）1jするものと衿えられ

る。このような）Jが作）llした時の梢造物への影憫を1リJらかにし、影柳が人きい場介

には設計に反映する必要がある (i

〔fftlll }.f ・〕
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